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はじめに

2023年に入ってから、世界の平均気温が工業化前 と比べ
て1.5℃以上高い日が3分の1に上っています1。10月末に、
科学者は警鐘を鳴らしました。このままではあと5、6年ほど
で、温暖化を1.5℃にとどめるべく残りの炭素予算を、人類
は使い果たしてしまうだろうと2。しかし、繰り返される警告、
そしてこの気候大変動に向かってとどまる気配のない歯車
を戻そうと2015年に195か国がパリ協定に合意しているに
もかかわらず、温室ガス排出量は増える一方であり、減る気
配はありません。

グローバル経済の脱炭素化は、最重要かつ喫緊の課題で
す。さらに、同じくらい差し迫った優先事項があります。大気
から過剰な二酸化炭素（CO2）を取り除くペースを加速する
ことです。すべての国家および企業が2050年までに「ネット
ゼロ」、つまり二酸化炭素排出量正味ゼロを  達成したとし
ても、十分ではないでしょう。私たちはその後何十年も二酸
化炭素を除去し続けなければなりません。これまでに蓄積
された排出量の分を削減し、脱炭素が最も困難な分野から
の排出量については大気中の二酸化炭素を同量取り除く
ことで差し引きゼロを目指し、温暖化によって生じる地球自
体のフィードバックループ （森林火災など）から私たちを守
らなければならないからです。

この課題の規模は、率直に言って衝撃的です。今世紀末ま
でに最大6,870億トンの二酸化炭素を除去する必要があり、
しかも、2050年までに年間約100億トンの除去が求められ
ています3。現在、人類は年間約20億トンの二酸化炭素を除
去していますが、これは植林のような自然の力を活用した
気候変動ソリューション（NCS: Natural Climate Solution）
によるものです。ただし人類が何もせず、樹木や土壌、海
に、自分たちの汚れ仕事を任せておくわけにはいきませ
ん。山火事や環境悪化によって、自然が回収した炭素が放
出されるからです 。

新しいソリューションが早急に求められています。現状を変
えるために必要なスピードとスケールで、排出量削減につ
いて追加性、永続性があり、 かつ定量化可能なインパクト

をもたらすテクノロジーが必要なのです。本白書では 
こうした技術系二酸化炭素除去（CDR: Carbon Dioxide 
Removal）テクノロジーの中でも有望な、バイオ炭 、回収・ 
貯留を伴うバイオマス発電法（BECCS: Biochar, Bioenergy 
with Carbon Capture and Storage）、炭素貯留を伴う直接 
空気回収法（DACCS: Direct Air Capture with Carbon 
Storage）、岩石風化促進法（ERW: Enhanced Rock 
Weathering）を取り上げます。どのソリューションも、世界 
経済フォーラムのファースト・ムーバーズ・コアリション

（FMC）が求める高いハードルをクリアすべく、より大規模
で耐久性の高い二酸化炭素の回収・貯留が可能だと実証
することに照準を合わせています。

FMCは企業の集団的購買力の影響力を駆使して明確な需
要シグナルを市場に送り、ネットゼロへの移行に欠かせな
い新興の脱炭素テクノロジーをスケールアップさせます。
十分な需要を刺激することで、FMCはこれらのテクノロジー
の商用化、そして最終的にはコスト引き下げを目指します。

FMCのメンバーは、2030年までに最低5万トン、もしくは金
額にして2,500万米ドル相当の耐久性と拡張性のあるCDR
契約を結ぶことにコミットしています。このように今すぐ一
歩前に踏み出し、技術系CDRのパイオニア に具体的な需
要の意思表示ができる企業リーダーたちがさらに求められ
ているのです。そうなればCDRデベロッパー は自信を持っ
て、人の命を救える有望なテクノロジーへの投資に必要な
融資枠を確保することもできるでしょう。

私たちは様々な業界セクターのFMC参画企業から8人に 
インタビューを行いました。その中で、今すぐ着手すること
がなぜこれほど重要であるのか、「様子見」をする選択肢
などない理由、そして黎明期にあるこの市場で困難を切り
抜けていく最善策は何か、それぞれの洞察を知ることがで
きました。各章ではメンバーの実例を具体的に紹介します。 
本白書は、各企業に、自社の幅広い気候戦略の一環として
技術系CDRの市場にいち早く参加していくよう、呼びかけ
るものです。

ナシム・ポーア

世界経済フォーラム 
カーボン・リムーバル・ 
マーケット・イノベーション・
リード

二酸化炭素除去 
ベストプラクティス・ガイドライン
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エグゼクティブサマリー

2022 年、世界の二酸化炭素排出量は 2015 年より 
20 億トン (5%) 増加した。パリ協定で合意した目標 
を達成するには、2030 年までに排出量を 40 ～ 60% 
削減する必要があるにもかかわらずだ。サイエンス・
ベースド・ターゲット・イニシアチブ (SBTi) によると、
グローバルな経済活動による排出量の 90% を削減
することが最優先となる。残りの 10% は、大気中
の二酸化炭素を回収し、永続的に貯留する「ネガティ
ブエミッション」、つまり二酸化炭素除去（CDR）と
呼ばれるアプローチに頼らざるを得ない。

CDR が必要な理由は 3 つある。1) 脱炭素が困難な
残り 10% の排出量に対処するため、2) 地球温暖化
によって悪化したフィードバックループ（森林火災
など）に起因する自然発生的な排出量を削減する
ため、そして 3) これまでに蓄積された排出量を削
減する ためである。これは、毎年 100 億トン（ギ
ガトン換算で 10Gt）の二酸化炭素を大気から除去
することを意味する。今世紀後半を通して、グロー
バルな排出量を、排出された二酸化炭素よりも除
去された二酸化炭素の方が多い状態の「ネットマイ
ナス」に維持しなければならない。

本白書は、持続可能性を追求する専門家を対象と
し、技術系 CDR ソリューションの事例紹介や、黎
明期にある CDR 市場に参加するためのガイドライ
ンなどで構成されている。また、本白書で展開す
る議論は、2030 年までに 5 万トン（もしくは 2,500
万米ドル相当）の二酸化炭素 を耐久性と拡張性の
ある方法で除去することにコミットする契約を結ん
だファースト・ムーバーズ・コアリション（FMC）
のメンバーへのインタビューに基づいている。

技術系 CDR の主な手法

バイオ炭：燃焼しない水準に管理された酸素濃度
の下で バイオマスを加熱することで炭を生成し、バ
イオマス中の炭素を固定する。他の技術系 CDR よ
りも経済的だが、持続可能なバイオマスを大量に
入手しにくいという制約がある。

炭素回収・貯留を伴うバイオマス発電法（BECCS）： 
持続可能なバイオマスを燃焼させて電力や熱を発
生させる、または処理する。その過程で発生する二
酸化炭素は排ガスから除去し、圧縮して永続的に貯
留する。炭素は植物の光合成によって回収される。

炭素貯留を伴う直接空気回収法（DACCS）：フィル
ターを使用して二酸化炭素を回収し、圧縮して地中
に貯留する。必要な土地の面積が小さく、永続的
な地中貯留が可能なのがメリットだが、クリーンエ
ネルギーを利用しなければならないため、現時点
ではコストが非常に高額（1トン当たり 600 ～ 1,000
米ドル）となるのが難点である。

岩石風化促進法（ERW）：森林の土壌や農地、海
岸に、水に溶けて二酸化炭素を吸収する岩石 を散
布し、数百年にわたって二酸化炭素を結合させる。
コスト、副次的影響、永続性、拡張性については
まだ不確かな面がある。

2050 年までに年間 10Gt の二酸化炭素を除去する
ためには、技術系の手法であれ自然を利用した取
り組みであれ、あらゆるソリューションを強化する
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必要がある。成功の鍵は、十全性（追加性があり、
永続的かつ定量化可能なインパクトをもたらすこと）
と拡張性（現状を変えるのに十分なスピードが出せ
ること）  にある。

技術系 CDR は、十全性において高い評価を得てい
る。DACCS と BECCS は炭素除去に特化した技術で
あり、この目的がなければ存在しないため、追加的
なインパクトをもたらせるのは明らかである。いず
れも数千年にわたり炭素を地中に貯留できるのに対
し、自然気候ソリューション（NCS）には森林火災
や自然環境の劣化によって炭素を放出するリスクが
ある。産業設備を用いる 技術系 CDR ソリューショ
ンは、定量化がより容易である。

現在、様々な CDR 活動を通じて除去されている
二酸化炭素は全体で年間 2Gt に上るが、そのうち
99.9% は新規植林、再植林などの NCS によるもの
だ。技術系 CDR による除去量はまだ全体の 0.1%
に過ぎないが、今後増えていく可能性は高い。な
ぜなら NCS のために確保できる土地には限りがあ
るからだ。国連は、2050 年までに技術系 CDR が
もたらす二酸化炭素の削減効果を年 62Gt と見積
もっており、NCS の年 33Gt に比べて期待値がかな
り高い。だが現状、技術系 CDR は総じて高コスト
であることが、拡大を制限する主要因となっている。
その足かせを取り払うには、企業が重要な役割を
果たすことが求められる。

なぜ企業は今、技術系 CDR に 
取り組むべきなのか

企業の気候変動戦略：気候変動対策の目標達成や
残余排出量の相殺（オフセット）に向けた企業活動
をより確実で、信頼性の高い取り組みにするために
は、技術系 CDR の品質や拡張性を高めることが重
要だ。技術系 CDR に率先して取り組む ことで、企
業はグリーンウォッシュ（環境配慮が上辺だけで実
態を伴わないこと）であるという非難を防げると同
時に、評判と競争力を向上させることができる。

ビジネスチャンス：企業は、インフラ整備、設備製造、
工場運営、コンサルティングや CDRカーボンクレジッ
ト（除去系カーボンクレジット）に関するコンサル
ティングやカーボンクレジット取引など、既存の専
門知識を活用して CDR 関連の新しいビジネスモデ
ルを開発することができる。

コベネフィット：公正な移行に貢献できる。既存の
化石燃料インフラ（劣化した油田やガス田、パイプ
ライン、産業クラスターなど）を技術系 CDR に再
利用することで、人員削減を防いだり、新たな雇用
につなげたりすることができる。

リーダーシップ：新しい CDR 技術が値下がりするのを
「様子見」する余裕はない。技術系 CDR デベロッパー

は、将来の収益を保証するオフテイク契約を結ぶアー
リーアダプター ( 早期導入者 ) を必要としている。

除去費全体の抑制：今、技術系 CDR に投資すれば、
長期的にはコストが抑えられる。一方、現時点で安
価だという理由で NCS を選択すると、自然を利用し
たソリューションは枯渇して価格上昇を引き起こすこ
とになる。

黎明期にある技術系 CDR 市場に 
参加する方法

インターナルカーボンプライシングで予算を確保する ： 
FMC メンバー企業には、CDR の実施期間中に支
払うカーボンプライシングを社内で自主的に設定し
ているところもある。開示されている 2030 年まで
の価格には、1トン当たり 80 米ドルから 200 米ド
ルまでの幅がある。また、インターナルカーボンプ
ライシングを設定する戦略にはいくつかの利点があ
る。一つは、毎年の予算要求の不確実性を取り除
けること、もう一つは、価格の透明性が CDR デベロッ
パー にとって明確な需要シグナルになること、さら
に、長期的なオフテイク契約を結べるようになるこ
と、そして特に重要なのは、インターナルカーボン
プライシングが高ければ高いほど、企業が CDR よ
りも排出削減を優先するようになることである。そ
の他、希望する予算と年間除去量を組み合わせた
目標を設定している FMC メンバーもいる。

適切な市場参加モデルの選択肢は、以下のとおり。

	– CDR デベロッパーとの直接取引：バイヤーは正
確な契約条件を交渉できるが、取引が成立する
までに多大な労力を要する。このモデルは、社
内コンピテンシーや戦略的パートナーとの関係
構築を目指す、オフテイク量の多い大企業に適
している。

	– バイヤーズ・クラブ：個々のバイヤーの需要を
集約し、技術系 CDR のポートフォリオを形成す
る。仲介業者との間で契約を一つ締結するだけ
で、競争力のある価格で多様な除去方法を確保
できる。このモデルは、長期的なオフテイクによっ
て取引量を少なく抑えたい企業に向いている。

	– OTC(Over the Counter) 取引： 供給業者、ブロー
カー、バイヤーの間で技術系 CDR カーボンクレ
ジットの取引を行う。1トン当たりの価格は固定
されていることが多く、多額の諸経費がかかる
が、取引自体は迅速に、多くの労力を費やすこ
となく、柔軟に成立させることができる。

	– コンサルタント：CDR に関する 経験が少ない企
業の場合、参加ルートに関する技術的なアドバ
イスや有意義な戦略構築を支援するサービスを
提供する専門コンサルタントのサポートを受け
ることも有力な選択肢となる。 

コミュニケーション戦略： 本白書では、FMC メンバー
企業が CDR 活動を社内外にどのように伝えたかを
示すいくつかの事例を紹介している。どの事例も、
できるだけ幅広い賛同を求めることがいかに重要で
あるかを物語っている。
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課題の概要1

2050年までのネットゼロが最終目的地では
ない。その後、グローバルな排出量をネット
マイナスにする必要があり、炭素除去がその
目標への唯一の道筋となる。

現在、地球温暖化のスピードは、グローバル経済
圏が二酸化炭素排出量を削減するスピードよりも速
い。2015 年 12 月、195 か国が「気温上昇を産業革
命以前の水準から 1.5℃に抑える努力」を追求する
法的拘束力のあるパリ協定に署名 4 した。この日以
降、新型コロナウィルスに誘発された一過性の減少
があったにも関わらず、温室効果ガスの純排出量は
減少するどころか増加している。昨年の推定総排出
量は 2015 年より 20 億トン近く多く、およそ 5% の
増加であった 5。

国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）による
と、パリ協定で想定されている目標を達成するには、
2030 年までにグローバルな二酸化炭素排出量を 40
～ 60% 削減し（2010 年比）、2050 年までにネット
ゼロを達成する必要がある 6。この 2030 年目標を達
成するためには、毎年 7% ずつというパンデミック
レベルの排出量削減を行う必要がある（図 1 参照）。

人類の生活、移動、製造、消費の方法を脱炭素化
することが最優先課題である。サイエンス・ベース 
ド・ターゲット・イニシアチブ（SBTi）によれば、
企業はバリューチェーンの絶対排出量を少なくとも
90% 削減する必要がある。残りの排出量は、従来の
排出回避・削減系カーボンクレジットではなく、永
続的な二酸化炭素除去（CDR）によって除去または

「中和」されなければならない。SBTi の「企業ネッ
トゼロ基準（Corporate Net-Zero Standard）」によ
れば、「企業がネットゼロに到達したとみなされるの
は、科学的根拠に基づく長期目標を達成し、残存す
る排出量を中和した場合のみ」である 7。

IPCC が 2018 年の特別報告書『1.5℃の地球温暖化
（Global Warming of 1.5℃）』で示した 4 つの「モデ

ルシナリオ」は、いずれもある程度の CDR に依存し
ている 8。このプロセスは「ネガティブエミッション」
とも呼ばれ、ネットゼロを超えて、排出量よりも多く

の二酸化炭素を除去する必要があるところまで世界
を押し上げる。

予測される CDR の必要量は、目を覆いたくなるも
のだ。IPCC のシナリオのうち、より穏健な 2 つのシ
ナリオでさえ、今世紀末までに 3,480 億～ 6,870 億
トンの累積炭素回収・貯留（CCS）が必要になる 9。
IPCC のネットゼロ・シナリオのいくつかの中央値に
よれば、2050 年までに、年間 100 億トン近い二酸
化炭素を大気から除去しなければならない可能性が
ある 10。

次の 3 つの理由から、CDR は必須である。

	– 本格的なネットゼロを実現するために必要な「脱
炭素が困難な」分野の排出量（SBTi の企業ネッ
トゼロ基準の残り 10%）の埋め合わせをする

	– 森林火災や永久凍土の融解で放出されるメタン
など、温暖化する地球の自然なフィードバック
ループ（森林火災など）から生じる地球自身の
排出量を削減する

	– これまでに蓄積された排出量を削減する

この最後の理由は重要である。IPCC が最初の報告
書を発表した 1990 年以降に人類が排出した温室効
果ガスは、それ以前に記録されたすべての履歴を
上回っている 11。つまり、2050 年までのネットゼロ
は最終目的地ではないということだ。今世紀半ば以
降、グローバルな排出量をネットマイナスにする必
要があり、CDR はそのための唯一の道筋を示すも
のである（図 2 参照）。

パリ協定の目標達成に炭素除去が不可欠な理由1.1

の二酸化炭素を 
大気から除去しな 
ければならない 

可能性がある

2050年までに、 
年間およそ

1990年以降に人類が排出した温室効果ガスは、 
それ以前に記録されたすべての履歴を上回っている。
欧州環境政策研究所

100億トン
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図1と図2に、パリ協定の目標を達成するために必要なことをまとめた。

	– 2030年までに排出量を半減

	– 2050年までにネットゼロ

	– 2050年以降、ネガティブエミッション

パリ協定の目標を達成するために必要な排出量の軌跡図 1

ネットゼロを超えて ー 炭素除去によるネガティブエミッションが必要 図 2
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注 1. 2020年から2050年まで、UNEP 2019年ギャップ報告書の現行政策シナリオと同じ割合（年平均1.1%）でGHG排出量が回復・増加すると仮定。 2. 2020年から
2030年の間に、各国が「国が決定する貢献（NDC）」を達成するために必要な割合と同じ割合で脱炭素化を進めると仮定。 3. .2030年までに25%削減、2070年までに
ネットゼロと仮定。 4. .2030年までに45%削減、2050年までにネットゼロと仮定。 5.パリ協定の目標は、地球温暖化を2.0℃、できれば1.5℃に抑えること。数値は土地
利用、土地利用変化、林業を除く。

出典：世界経済フォーラム12
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大幅な
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ネガティブエミッションが必要な理由：
– 脱炭素が困難な分野の排出量を埋め合わせる
– これまでに蓄積された排出量を相殺
– 地球自身の排出量（例: 森林火災）を相殺 

「通常運転」での排出量

地球温暖化を1.5℃に抑制
するためのネット排出パス
削減が困難な残余総排出量

　　ネガティブ
　　　　エミッション

予測中央値では、二酸化炭素換算排出量（CO2e）で
年間100億トンを除去・貯蔵する必要がある

炭素除去は次の1兆ドル産業
2050年以降

注：排出シナリオが異なれば、総排出削減のタイミングと量に基づき、必要な二酸化炭素除去量が異なる。

出典：世界経済フォーラム13



今日、二酸化炭素除去テクノロジーはまだ発展途上
にある。成功している企業はほとんどなく、プロセス
を開始した企業にも多くの障壁がある。現在注目さ
れているのは、経済的ですぐに利用できる自然気候
ソリューション（NCS）による炭素除去である。生物
多様性、エコシステムサービス、自然災害へのレジ
リエンス（強靭性）などのコベネフィットをもたらす
ため、NCS を支援することは本質的に重要である。

炭素除去ソリューションのもう一つの系列は技術系
CDR と呼ばれるもので、植物や土壌の代わりに技
術系の手段を用いて大気中の二酸化炭素を回収・

貯蔵するものである。これらの技術は、長期的には
世界が必要とする炭素除去能力の大部分をカバー
できると期待されているにもかかわらず、現時点で
はほとんど開発されていない。

したがって、排出削減は、これ以上遅れをとること
が許されない巨大なタスクであるばかりでなく、十
分な規模のネガティブエミッションを予定通りに実
現できる炭素除去産業の構築もまた重要な課題と
なる。グローバルな気候変動目標を達成するには、
企業の気候変動戦略は排出削減と CDR の両方に直
ちに取り組む必要がある。

炭素除去テクノロジーの現状1.2

本白書は、企業の気候変動戦略に CDR を加える過
程にあるサステナビリティの専門家のために制作さ
れた。特に技術系 CDR ソリューションの事例を紹
介し、黎明期である CDR 市場への参加障壁を下げ
ることを目的としている。

本白書は、世界経済フォーラムのファースト・ムー
バーズ・コアリション（FMC）のメンバーによって
得られた教訓を共有し、技術系 CDR の分野に一歩
踏み出そうとする企業のためのベストプラクティス・

ガイドラインを提供するものである。多くの企業が、
技術が実証されていないのになぜ CDR 市場に参加
するのか、なぜ価格が下がるのを待ってから参加し
ないのかという、正当な疑問を抱いている。

本白書では、FMC の CDR 目標（2030 年末までに
5 万トン、または少なくとも 2,500 万米ドル相当の、
耐久性があり拡張可能な正味の二酸化炭素除去を
契約）にコミットしている FMC 参画企業から 8 人
にインタビューを行った（BOX 1 参照）。

本白書の目的1.3

B O X  1  
「メンバーは、最大限の直接排出削減努力に加え、

持続的かつ拡張可能な正味の二酸化炭素除去の
契約を 2030 年末までに達成することを約束する。

2030 年末までに少なくとも 5 万トンの持続可能か
つ拡張可能な正味の二酸化炭素除去を契約する
か、あるいは代替案として、2030 年末までに少な
くとも 2,500 万米ドルの持続可能かつ拡張可能な
正味の二酸化炭素除去を契約するかを選択で
きる」。

 
FMC の「耐久性と拡張性」の基準は、捕獲した
炭素を 1,000 年間貯蔵できることを証明できるソ
リューションと、2030 年までに少なくとも 100 万
トン（1 Mt）、2050 年までに 10 億トン（1Gt）の
炭素を貯蔵できる可能性のあるソリューションで 
ある。

出典：世界経済フォーラム、 
             ファースト・ムーバーズ・コアリション 14

本白書の構成は次の通りである。

第 1 章では、炭素除去の課題について概観する。

第 2 章では、技術系 CDR と黎明期にあるその市場
について紹介する。

第 3 章では、なぜ企業が今、技術系 CDR に取り組
むべきなのかに焦点を合わせ、インタビューした
FMC 参画企業が意思決定者に提示した主張を紹介
する。

第 4 章では、予算の確保、市場参加モデルの選択、
社内外への CDR 活動の伝達など、技術系 CDR 市
場に参加する方法に関する FMC メンバーの洞察を
紹介する。

付録には、本白書作成のための調査中にインタ
ビュー対象の各企業が受けた質問の概要を示す。

二酸化炭素除去のベストプラクティス・ガイドライン 8



技術系CDRの 
主な手法

2

技術系 CDR のテクノロジーはまだ開発段階だが、
その機能性は高い。今、この分野に投資すれば、
大々的、かつ適切なタイミングで 
この技術をフル活用できる。

二酸化炭素を地球の大気から除去する手法は通常、
NCS15 と、技術系 CDR に分けられる。

技術系 CDR には、バイオ炭、回収・貯留（CCS）
を伴うバイオマス発電（BECCS）、二酸化炭素直接
回収技術（DACCS）、風化促進技術（ERW）  がある。
1トン当たりのコストと軽減能力のポテンシャルに
ついて本章で記述するデータはすべて、2050 年に
向けての長期的予測であり、IPCC が 2022 年に公
表した第 6 次報告書に基づいている 16。

バイオ炭：農業残渣、草、木などの植物からでき
たバイオマスを、燃焼しない水準に管理された酸
素濃度の下で加熱することでできるタイプの炭を使
う。この熱分解と呼ばれるプロセスが、バイオマス
中にある炭素を容易に放出しにくくする 17。土壌に
投入して混ぜ込むと、バイオ炭の多くは分解されず、
少なくとも 500 年は地中に残存すると言われてい 
る 18。さらに、最新のいくつかの研究では、使用す
る原料と熱分解の温度によってバイオ炭は 1,000 年
以上残存する可能性があることが示されている 19。
また、バイオ炭は土壌改良にも役立つ。

バイオ炭を作るプロセスは、他の技術系 CDR ソ
リューションと比べるとはるかに経済的である。
IPCC の予測では、バイオ炭で二酸化炭素 1トンを
除去するのにかかるコストは 10 ～ 345 米ドルであ
り、2050 年までに年間 0.3 ～ 6.6Gt の二酸化炭素
削減が可能だという 20。バイオ炭は比較的安価で
あるため、現在技術系 CDR 全体の約 80% を占め
る 21。したがってこのソリューションは早急にスケー
ルアップが可能だ 22。ただし、この手法による除去
の将来性は、競合する需要がある持続可能なバイ
オマス（通常は、穀物や森林から排出される資源）
の供給にかかっている。

回収・貯留（CCS）を伴うバイオマス発電（BECCS）： 
バイオマスを燃焼させてエネルギーを作る、あるい
は、処理してバイオ燃料を作る方法。その過程で発
生する二酸化炭素は大規模点源（各種物質の発生
源。ポイントソース。例：燃焼後、燃焼前またはオ
キシ燃料）での炭素回収のために開発したテクノロ

ジーによって排ガスから除去される。炭素除去の有
効性は 2 つのプロセスで測られる。第一に、植物
成長過程での光合成において、バイオマスが固定
した二酸化炭素量は、その植物を植え付け、収穫し、
BECCS 施設に移送する際に排出される二酸化炭素
量を超えなければならない 。第二に、回収された
二酸化炭素は永続的に地中貯留されなければなら
ない。具体的には、高い圧力をかけ、地中深くの
貯留槽（多孔質岩層があり、その上には、気体や
液体を透過させない「キャップロック」と呼ばれる
堅い層が遮蔽している）、または枯渇した石油貯留
層に圧入する。注目すべき BECCS 使用例には廃棄
物（例：自治体の固体廃棄物）を焼却したものも
ある。この廃棄物からエネルギーを作るプロセスで、
廃棄物の中の植物由来（バイオジェニック）部分の
燃焼時に排出ガス中の二酸化炭素が回収・貯留さ
れることで、二酸化炭素の排出量はマイナスになる。
BECCS の最大のメリットは、ネガティブエミッション
を実現しながら「コジェネレーテッド（2 つのエネ
ルギーを同時に生産）」な再生可能エネルギーであ
ることだ。

IPCC の予測では BECCS は 1トン当たり 15 ～ 400
米ドルのコストで二酸化炭素を除去し、2050 年
までに年間 0.5 ～ 11Gt の除去が可能だという 23。
2022 年 9 月の時点で、年間約 200 万トン（Mt）
のバイオマス由来の二酸化炭素が回収されている。
国際エネルギー機関（IEA）による 2050 年までの
ゼロエミッションのシナリオでは、BECCS は 2030
年までに年間約 250Mt の二酸化炭素を回収しなけ
ればならない。しかし、機運は高まりつつあり、IEA
は年間で合計約 20Mt の二酸化炭素回収が可能な
合計容量を持つ BECCS 施設を 50 件以上新規開設
する計画を発表している 24。バイオ炭の場合と同様
に、持続可能なバイオマスの供給力に限界がある
ため、BECCS の回収能力はやがて先細りするだろう。

岩石風化促進法（ERW）：自然界の二酸化炭素循
環を模した方法。鉱物が年月をかけて地表水に溶
け出すと、その水は大気中にある二酸化炭素をどん
どん吸収し、そのままにしておくと何百年もかけて、
二酸化炭素を固定化させることができる。カンラン

市場にある炭素除去テクノロジー2.1

IEAの2050年までの
ネットゼロシナリオ
によると、2030年まで
にDACCSによる 
二酸化炭素回収量
は年間60Mtに 
なっていなければ 
ならない。
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石や玄武岩のように二酸化炭素を自然に吸収する
性質を持つ 岩石を粉砕し、森林土壌や農地、海岸
に散布する。大気中の二酸化炭素と水が細かく粉
砕されたケイ酸塩鉱物と反応すると、炭酸水素イオ
ンが生成して二酸化炭素が石化し、土壌や排水中
に炭酸塩鉱物として沈澱するか、あるいは水中で溶
解したまま海に到達して海洋のアルカリ濃度を上昇
させる。この技術系プロセスでは、岩石 が持つ自
然の風化、つまり炭素隔離能力を地質学的タイムス
ケールから人間本位のタイムスケールに加速化し、
1,000 年以上にわたり炭素を永続的に隔離する。

コスト、副次的影響、耐久性と拡張性にはまだ不確
実性がある。とは言え、他の技術系 CDR の手法と
異なり、ERW では新規のインフラやテクノロジーが
不要である。2022 年に IPCC は風化促進技術のコ
ストを、二酸化炭素 1トンの除去当たり 50 ～ 200
米ドルと見ており、年間 2 ～ 4Gt の二酸化炭素軽
減が期待できるとしている 25。

炭素貯留を伴う直接空気回収法（DACCS）：この
テクノロジーでは多数の巨大ファンを使って大気中
の空気を物理的な特殊フィルター、あるいは有機
物で作る膜に通し、二酸化炭素分子だけを分離・
吸収する。BECCS と同様、回収された二酸化炭素
は圧縮され、あるいは地中の深い層に数千あるい
は数万年単位で貯留される。CDR の手法の中でも
DACCS のメリットには、貯留パフォーマンスの高さ

（地質学的に貯留された場合）、広い土地は不要で
あること、そしてウォーターフットプリント（そのサ
イクルの中で直接的・間接的に使用された水の量）  
の少なさが挙げられる。あるいは、ネガティブエミッ
ションの処理をする代わりに、回収した二酸化炭素を
水素と結合させて合成燃料を製造することもできる。

IPCC の予測では、DACCS のコストは 2050 年まで
には二酸化炭素 1トンの除去当たり約 100 ～ 300

米ドルとなり、年間 5 ～ 40Gt の二酸化炭素削減処
理能力を見込んでいる 26。ただし、現在のところそ
のコストは突出して高く、その原因は主に大気のフィ
ルタリング に莫大な量のクリーンエネルギーが使わ
れることにある。2023 年 6 月にボストン コンサル
ティング グループ （BCG）が発表した資料によると、
Direct Air Capture （DAC）による二酸化炭素除去
の開始から終了、そして最終的な貯留までのコスト
は現在、1トン当たり 600 ～ 1,000 米ドル。BCG は
2050 年までに 1トン当たり 150 ～ 200 米ドルに下
げることは可能だと考えている。ただしこれには、「投
資の徹底強化、各国政府の支援、協業モデル、既
存の枠を超えた業界の参画」が欠かせない 27。

DACCS の拡張性を制約するのはしたがって、コス
トだ。これは主に大気のフィルタリング に使われる
大量のクリーンエネルギーに左右される。そのため、
現在世界で稼働中の DAC の計画はたった 18 件で
年間二酸化炭素回収量も 0.01Mt にとどまる。それ
でも、年間 100 万トンの処理能力を持つプラント
が米国で先行開発中である。BCG の報告によると、
年間 100 ～ 400 万トンまで回収能力がスケールアッ
プしたとしても、コストはおそらく1トン当たり 300
～ 400 米ドル程度までしか下がらない。ただし、
実装率、低コスト資本へのアクセス、インフラやエ
ネルギー価格の低減、そして協働的な学びを活発
に行う動きが見られ、テクノロジーが一歩前進すれ
ばさらなる低減が可能だろう。

IEA による 2050 年までのネットゼロシナリオによる
と、2030 年までに DACCS による二酸化炭素回収
量は年間 60Mt になっていなければならない。IEA
は報告書でこう述べている。「実装レベル目標は達
成間近だ。だが、さらにいくつかの大規模実証プラ
ントがテクノロジーを洗練させ、回収コストを削ら
なければならないだろう」28。

米国インフレ削減法 
（IRA）で、米国政府は 

確実な方法で永続的に
貯留した二酸化炭素
に対して、 
1トン当たり180米ドル
の税額控除が受けら
れる制度を立ち上げ
ている。

二酸化炭素除去のベストプラクティス・ガイドライン 10



DACCSの規模拡大という課題は、BECCSが直面する
課題と似ている。これは単に、DAC プラントを建設す
ればいいというものではない。回収した二酸化炭素
を移送し、それを地中に貯留するまでの全部を処理
するインフラが必要となる。こうしたイノベーション
をサプライチェーン全体でどの程度支援していくの
か。二酸化炭素の移送と貯留のためのインフラを誰
が建設し、稼働させるのか。そして誰がその費用を支
払うべきなのか。

BCGが行った最新の分析では29、DACの高額なコス
トは大幅に引き下げられると示唆する。それも、諸条
件を適切に組み合わせれば、1トン当たり100～200
米ドルほど下げられるかもしれないと述べている。
事前購入にコミットした今まで以上に強い需要シグ
ナルを示すことがバイヤーには求められており、そ
れがあれば実装レベルの増大を加速する追い風に
なる。CDRデベロッパーは、低コストの再生可能エネ
ルギーと身の丈に合った資本が今まで以上に利用し
やすくなることを求めている。また彼ら自身にも、今
一層の知識共有と協働が必要だ。BCGは現在の状況

について「企業は壁で囲った庭の中で開発を行い、
自社の知的財産を守ろうとしている」と述べている。
各国政府もまた、DAC実装を支援する政治環境の 
枠組みを作らねばならない（図3参照）。例えば、昨年
の米国インフレ削減法 （IRA）で政府は、確実な方法
で永続的に貯留した二酸化炭素に対して、1トン当た
り180米ドルの税額控除が受けられる制度を立ち
上げている。

業界全体がスケールアップすると、設備投資に関す
る支出（CAPEX）と単価は通常、下がる。例えば、太陽
光発電業界のスケールアップは成功を収めており、
ここ数十年でメガワット時（MWh）当たりの電力価
格が驚くほど下がっている。BCGはまた、ガス業界も
DACと限りなく動きが似ていると論じる。ガスタービ
ンのCAPEXコストは、生産能力が2倍になるたびに
15%下がっている。DACのコストパフォーマンスを上
げるためには、業界は年間処理能力を1ギガトンに
スケールアップする必要があるだろう。その代わり、
今後さらに2,000億米ドルの追加CAPEXと、運営費用

（OPEX）投資が必要になる。

DAC のコストパフォー
マンスを上げるには、
年間処理能力を 
1 ギガトンにまで 
スケールアップすべき
である。これには
2,000 億米ドルの 
投資が必要だ。

DACコストダウンのシナリオ図 3

説明 DAC処理能力/年

$300～400/トン
（通常の政策）

ボランタリー市場では、DACによる特別控除の
制度の利用は限定的。
開発には支援政策やフィランソロピーによる
個々の対応が必要。

100‒400 Mtpa

<$200/トン

<$100/トン

コスト/tCO2

支援政策が実装の追い風になる。
市場シェア争いを繰り広げるプレイヤーの間
では、技術開発の協働度が低い。

支援政策が実装の追い風になる。
CDRデベロッパーの協働度  が高いため、
知識波及効果が得られる。
低炭素に特化したインフラによる相乗効果で
コストをさらに削減。

1,000‒2,000 Mtpa

2,000‒3,000 Mtpa

DACはネットゼロ到達への道のりで大きな役割を担う

注記：Mtpa =100万トン/年

出典：ボストン コンサルティング グループ（BCG）
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先に述べたように、IPCC によると 2050 年以降、 
世界規模で最大 100 億トン（10Gt）の二酸化炭素
を毎年地球の大気から除去しなければならない。こ
の目標達成には、NCS、技術系 CDR を問わず利用
できるあらゆるソリューションを飛躍的に成長させ
る必要がある。

すべてを包括する 2 つの基準が、この思い切った取
り組みの成功の要となる。十全性 と拡張性だ。十
全性の高い炭素除去ソリューションはいずれも、排
出量を追加的に削減でき、永続的かつ定量化可能
なインパクトをもたらさなければならない。また、
現状を変えるために必要なスピードと処理能力のス
ケールアップに対応できなければならない。本項で
は、こうした基準をいくつか取り上げ、技術系 CDR
の相対的なメリットを紹介する。

十全性 

自主的炭素市場のための十全性評議会（ICVCM: 
The Integrity Council for the Voluntary Carbon 
Market）は、10 項目のコアカーボン原則を制定し
た。その中で、どのような場合にカーボンクレジッ
ト が「十全性の高い」ものになるかを、ガバナンス、
排出インパクト、持続可能な開発という 3 つの大項
目に基づいて定めている。（図 4 参照）

以下の資料では、ICVCM による十全性の高いカー
ボンクレジット原則のうち、排出インパクトに関連す
る「追加性 」、「永続性 ／耐久性」および「定量化」
の観点について詳しく検討している。 大気中の二酸
化炭素量を削減し、1.5 ～ 2.0℃気温を下げるレベル

技術系CDRの品質特性2.2

十全性と拡張性。 
すべてを包括する 
この2つの基準が、 
思い切った取り組み
の成功の要となる。

ICVCMによるコアカーボン原則表  1

10項目のコア炭素原則 – カーボンクレジットを確実に「十全性の高い」ものにするために

ガバナンス

有効なガバナンス 透明性、説明責任、継続的な改善と全体的なカーボンクレジットのクオリティを確保する
有効なガバナンスプログラムがある。

登録簿の運用 登録簿を管理・活用する。削減活動を独自に認証、記録、追跡し、クレジットを安全かつ、
曖昧さを回避して特定できるようにする。

透明性
認証を受けた活動はすべて、包括的かつ透明性を持って情報開示する。当該情報は電子
データで一般公開され、削減活動精査のために、専門家以外の人々もアクセスできる 
ようにする。

検証 削減活動について自律的な第三者が妥協のない審査・検証を行うためのプログラム 
レベルの要件がある。

排出インパクト

追加性
削減活動から発生した温室効果ガス（GHG）排出の削減あるいは除去は追加的とみな
す。つまり、これらはカーボンクレジット収入というインセンティブがなければ、発生し得
なかったものだからだ。

永続性 削減活動からのGHG排出削減または除去は永続的であるが、もしもそれが反転するリス
クがある場合は、リスクに対応し、反転を補償する手段が講じられる。

定量化 削減活動から生じるGHG排出削減あるいは除去量は、徹底して計量する。保守的なアプ
ローチに基づき、すべてを網羅した科学的手法を用いる。

二重計上の防止
削除活動に伴うGHG排出削減または除去は、二重計上しない。つまり、これらは削減ター
ゲットまたは目標達成に向けて一度だけカウントされる。二重計上には、カーボンクレ 
ジットの二重発行、二重訴求や二重使用が含まれる。

持続可能な開発

ベネフィットと 
セーフガード

明確なガイダンス、ツール、遵守手順を備える。これによって、幅広く確立されている業界
のベストプラクティスに準じる、あるいはそれを超える削減活動を確実に実施しながら、
持続可能な開発にプラスの影響を与える。

ネットゼロへの移行

削減活動では、今世紀半ばまでにGHG排出量正味ゼロ達成という目的にそぐわない
GHG排出量レベル、テクノロジー、炭素集約型慣行によるロックイン（化石燃料をベース
とするエネルギーシステムによる温室効果ガスの排出が固定化されること）を避けなけ
ればならない。

出典１：自主的炭素市場のための十全性評議会（ICVCM）30
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の目標達成には、これらの原則が不可欠であること
が明確である。これらは近年、NCS が積極的に取り
組んでいる分野でもある。NCS は今後も、気候変
動を制御する重要なツールであり続け、同時にいく
つものコベネフィットをもたらし続けるだろう。技術
系 CDR スコアはとりわけ、これらの原則についてか
なり高いスコアを弾き出している。

追加性：ICVCM はこう述べている。「削減活動に起
因する GHG 排出削減または除去は、追加的なもの、
つまり、カーボンクレジット収入によって生み出され
るインセンティブがなければ、発生し得ないもので
なければならない」。言い換えれば、当該プロジェ
クトが実施されなければ削減も除去もできなかった
ものでなければならない。DACCS のような技術系
ソリューションは、明らかに追加的なものである。
このテクノロジーは CDR のためだけに開発された
ものだからだ。

永続性／耐久性：ネガティブエミッションを生み出
すために回収された炭素はすべて、当面の間は隔
離され、閉じ込められる。技術系ソリューションは
耐久性という点でスコアが非常に高い。これらのソ
リューションでは、山火事や干ばつなど、NCS を反
転させるリスク、つまり、温暖化している世界でこ
れから増えるであろうリスクが低い。技術系 CDR で
あれば、DACCS による大気からの直接回収であろ
うと、BECCS で排出ガスから回収したものであろう
と、数世紀から数千年という単位で圧縮し地中貯留
できる。

定量化：DACCS のような技術系ソリューションは、
産業プロセスや設備の中にあるため、NCS よりも
ずっと測定や定量化がしやすい。あまりにも端的な
言い方かもしれないが、技術系 CDR なら流量計さ
えあればいいとまで言われることもある。

拡張性 

二酸化炭素除去の現況は、IPCC の予測を見る限り、
十分とは到底言い難い。その予測では今世紀半ば
までには年間約 10Gt の二酸化炭素除去が必要で
あり、今世紀後半にかけてはそれ以上の数字が求
められる可能性が示されている。2023 年に英国の
オックスフォード大学を中心とする研究者チームが
まとめ、発表した「二酸化炭素除去の現状（The 
State of Carbon Dioxide Removal）」によると、現
在の CDR の合計二酸化炭素量は年間で 2Gt であ
り、その 99.9% は NCS、それも主に新規植林と再
植林が占めている 31。いわゆる「新しい CDR 手法」

（例：DACCS、BECCS、バイオ炭）と研究者たち
が呼ぶ取り組みが占める割合はたった 0.1% である。
著者たちは、今後 10 年間にかなりの数の「新しい
CDR」を新規に実装しない限り実現不可能であると
述べている。

NCS は他の土地用途（食料・飼料の生産、インフ
ラ、先住民の所有権など）に制限されるが、技術
系 CDR の注目すべきメリットは必要とされる物理的
スペースが NCS よりもはるかに少ないことだ。基本
的に、スペースに関しては DACCS をはじめとする
技術系ソリューションの拡張性には制限がない。 
しかし、技術系 CDR の現在のコストが法外に高い
ことが、拡張性の主なハードルになっている。追加
のインフラ整備の要件（クリーンエネルギー、パイ
プライン、貯蔵場所など）もまた、深刻な制約条件
になっている。

2050 年までの技術系 CDR の二酸化炭素削減量ポ
テンシャルの最大予測値は合計で年間 62Gt である
のに対し、自然系ソリューションの二酸化炭素除去
量は年間で 33Gt である 32。技術系 CDR の 2030 年
までの短期需要を予測するのは難しいが、米国の
ダートマス大学の研究者たちが予測した 2030 年に
おける認証済み技術的二酸化炭素除去の需要は年
間 31Mt から 623Mt の間と幅がある。これは、様々
なコンプライアンス市場による導入に左右される 33。

規格と基準

技術系 CDR が抱える主な課題の一つに、完成度
の高い品質規格がないことがある。IEA が発表した
DAC に関する 2022 年のレポートによると、DAC 
実装のための 6 つの優先事項のうちの一つが、「基
準」であった。「DAC 認証と会計方法について国際
的に認められたアプローチを策定する。曖昧なとこ
ろがなく、透明性の高い、標準化された DAC の国
際認証と会計方法があれば、炭素市場と IPCC の『温
室ガスインベントリ報告書』でその認知度を高めら
れる」34。

国際 NGO である国際炭素削減・オフセット連盟
（ICROA）は、「2008 年以来、GHG 排出削減とオ
フセットを最高基準の環境統合性で推進する自主
的炭素市場（VCM: Voluntary Carbon Market） 
組織の業界標準として認められている」認定プログ
ラムを提供している。ICROA は 2023 年 7 月に「ベ
ストプラクティス規範（Code of Best Practice）」の
バージョン 2.1 を発表した 35。

炭素除去のためのバイヤーズ・クラブであるネクス
トジェンは、クレジットを購入するすべての CDR プ
ロジェクトに、ICROA が承認する認証プロセスの実
施を求めている。これは、品質についてある程度
の自律的な検証と公開性を提供するものである。ネ
クストジェンはまた、技術系 CDR の第三者による
認証を支援するための方法論にも取り組んでいる。

2050 年までの 
技術系 CDR の 
二酸化炭素削減量 
ポテンシャルの 
最大予測値は 
合計で年間 62Gt。 
これに対して 
自然系ソリューションの 
二酸化炭素除去量は
年間 33Gt である。
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今、技術系CDRに 
取り組むべき理由

3

ネットゼロを実現する上で、技術系CDRソリ
ューションがより確かな選択肢である企業
もあれば、中核的なビジネスチャンスに 
なり得る企業もある。どちらの理由も 
存在し続けるだろう。

技術系 CDR ソリューションが直面している包括的な
課題は、コストである。世界経済フォーラムのファー
スト・ムーバーズ・コアリション（FMC）36 は、そ
のメンバーに対し、2030 年末までに少なくとも 5 万
トン、または少なくとも 2,500 万米ドル相当の「耐
久性と拡張性のある正味の二酸化炭素除去」を契
約するという CDR 目標を設定している 37。 

この目標は計算上、CDR1トン当たり 500 米ドルと
いう今日の平均コストに基づくものだ。このような
明らかにコストのかかる取り組みについて、どうす
れば経営陣を説得できるだろうか。本章では、今、
技術系 CDR に注力すべき最も適切な裏付けとなる
議論に光を当てる。

技術系 CDR を採用する企業は、ネットゼロに必要な、
信頼性が高く、拡張可能な炭素除去が可能となる。
ネットゼロを目指す企業は、ネットゼロ、つまり総
量ゼロを実現するために、信頼できる炭素除去サー
ビスのポートフォリオを必要としている。第 2 章で
概説したように、技術系 CDR は、気候変動緩和の
緩和策に関するアウトカムに必要な十全性と拡張
性の両面で、特に高い評価を得ている。自然気候
ソリューション（NCS）が気候変動との闘いにおい
て不可欠な手段であることに変わりはなく、また、
そのネイチャーポジティブなコベネフィットを鑑み
ると、他に類を見ない価値を持つ。一方、技術系
CDR は、NCS が及びもつかないレベルの追加性と
耐久性をもたらす。

したがって、インタビューに応じた FMC メンバーの
間で、技術系 CDR について最も説得力があり、広
く引用されている論拠は、NCS によく見られる十全
性の不備の問題による風評リスクを防ぐことである。  

否定的な評判から生じる風評リスクもまた、懸念を
増している。一部の企業は、ネットゼロという大義
名分の陰に、二酸化炭素削減のペースが遅いこと
が隠れてしまっているのではないかという疑惑に直
面している 38。また、カーボンニュートラルを達成
したという主張に法的な問題があると指摘されてい
る企業 39 もあり、多くの企業が不安や無為無策、 
あるいは炭素市場への参加を隠そうとする動き 

（「グリーンハッシング」）に陥っている。

インタビューに応じたあるメンバーは、次のように
述べている。「カーボンオフセットは、世論の理解
を得られる形での管理が非常に難しいため、オフ
セットを行うこと自体を避ける方法を検討している」。

カーボンクレジットに関して企業が主張できること、
できないことに関する期待は、より厳しいものになっ
ている。2023 年 6 月、ボランタリー・カーボン・
マーケット・インテグリティ・イニシアチブ（VCMI: 
Voluntary Carbon Markets Integrity Initiative）  は、

「オフセット」から「貢献度クレーム」に議論を移
すルールブックとなる「クレーム実践規範（Claims 
Code of Practice）」を発表し、次のように述べている。

「カーボンクレジットは、バリューチェーン内の排出
削減目標の達成に算入することはできないが、企業
の気候変動目標と気候変動緩和のための世界的な
取り組みの両方への貢献を表すものである」40。

拡張性に関して言えば、植林やその他の自然を利用
したソリューションに利用できる土地の面積には制
限があるため、単純に十分な NCS が供給されない
ことが懸念されている。

日本を拠点とするグローバルな海運企業である商船
三井のエネルギー営業戦略部カーボン事業チーム 
チーム リーダー、香田和良氏は、「高品質な自然由
来の炭素除去には供給限界がある」と言う。

企業の気候変動戦略に有益3.1
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同社は、バリューチェーンを超えた緩和のためのア
クションの一環として、2030 年までに合計 220 万
トンの炭素除去を目標としている。「ネットゼロを達
成する年に排出量を中和したいのであれば、そし

て NCS だけに頼るわけにはいかないのであれば、
CDR 市場を支援し、規模を拡大しなければならない」
と同氏は述べている。

高品質な自然由来の炭素除去には供給限界がある。 
ネットゼロを達成する年に排出量を中和したいのであれば、 
そしてNCSだけに頼るわけにはいかないのであれば、CDR市場を支援し、
規模を拡大しなければならない。
株式会社商船三井、エネルギー営業戦略部カーボン事業チーム、 
チームリーダー、香田和良氏

技術系 CDR は商機をもたらす。このテクノロジー、
あるいはそのバリューチェーン内につながることが
日常的な事業活動の一部になる企業もあるだろう。
高度な革新的テクノロジー、大きな資本リスク、商
業的実績のなさが組み合わさった技術系 CDR のよ
うな新興産業では、資金調達、インフラ開発、リス
ク回避、オペレーションなど、様々な面での専門知
識が必要となる。

潜在的市場の大きさ（CDR は次の 1 兆ドル産業に
なるとよく言われる）が、あらゆる企業が CDR の
バリューチェーンを研究し、どこに切り込むかを予
測するよう誘いかける。言い換えると、こうした企
業は、既存企業の専門知識を活用して事業活動を
拡大したり、新しい CDR バリューチェーンをサポー
トする、あるいは新しい CDR バリューチェーンに 

直接統合されるような新しいビジネスモデルを開発
したりすることができるかを検討できる。

インタビューに応じたある担当者は、この機会を次
のように表現した。「単に小切手を書くだけではだ
めだ。既存のビジネスプロセスや環境を補完する
投資に目を向け、風評や大きなビジョンについて
も考慮すべきだ。小切手を書くだけではリーダーに
はなれない」。

以下は、FMC の CDR 目標にコミットし、CDR をコ
アビジネスの一部としようとしている 2 つのグロー
バル企業の視点である。一つは国際商社、もう一
つは世界的なエネルギーメジャーという、ユニーク
な角度から見たストーリーだ。

ビジネスチャンスを提供3.2
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視点 1：国際商社

トラフィグラ は国際商社であり、他の天然資源と同
様に炭素資産を開発するという観点から炭素除去分
野に取り組んでいる。同社のカーボン・トレーディ
ング部門グローバル・ヘッドであるハンナ・ハウマ
ン氏は、この機会をこう説明する。「商取引は、現
物商品であれ炭素収支であれ、生産量と消費量の
自然なミスマッチを解決するために存在する。供給
と需要の間にギャップや非効率性があれば、それ
が時間やテクノロジー、政策に関係するものであろ
うとなかろうと、そのギャップを埋めることに価値が
ある」。

同社の目的は、機関投資家とテクノロジーデベロッ
パーの世界を融合させ、銀行からの資金調達が可
能なプロジェクトを生み出すことだ。「今現在、二
酸化炭素除去がうまくスケールしていないのには理
由がある。プロジェクトがまだ銀行からの資金調達
が可能と見られていないからだ」と同氏。「プロジェ

クトと投資家の橋渡しをするために必要なのは、技
術的・政策的理解、価格リスク管理、そして事実上
のベンチャーキャピタルによる資金調達の組み合わ
せだ。これは、単一の組織には重すぎる課題だ」。

同社は現在までに「炭素除去を他の方法ではあり
得ない規模に拡大するために」数億ドルを投入し
てきた。顧客がこれらの除去作業を必要とするのは
2026 年から 2027 年にかけてだが、「今始めなけれ
ば、準備は整わない」と同氏は言う。同社の狙いは、

「カーボンファイナンスがフィランソロピーとして行
われる世界から、ネットゼロを証明できるカーボン・
アカウンティング市場に移行する」ことである。つ
まり、「買い手は購入しようとするものを理解し、い
つ、何トン、いくらで引き渡されるのかが確実にな
る」調達スタンスへと、買い手にとっての機会をリ
フレーミングするのだ。

当社の狙いは、カーボンファイナンスがフィランソロピーとして行われる 
世界から、ネットゼロを証明できるカーボン・アカウンティング市場に 
移行することである。
トラフィグラ、カーボン・トレーディング部門グローバル・ヘッド 
ハンナ・ハウマン氏

炭素除去プロジェクトに資本を呼び込む際の大きな
制約の一つは、実績がないことである。そこで、同
社は、デベロッパーやプロジェクトオーナーと協力
して、彼らのプロジェクトを銀行からの資金調達が
可能なものにしようとしている。これは、プロジェク
ト資金を同社のバランスシートに組み入れて、実績

を示すことでリスクを軽減した後に、銀行や保険会
社からオルタナティブ投資ファンドや年金基金まで
の他の投資家の参加を促すことを意味する。「イン
キュベーションとスケーリングは、私たちが最も得
意とすることの一つだ」とハウマン氏は述べている。

視点 2：グローバルエネルギーメジャー

AES コーポレーション はフォーチュン 500 に名を連
ねるエネルギー企業であり、低炭素および炭素ゼロ
のエネルギー源への責任ある移行において業界を
リードすることを目指している。同社の炭素除去部
門の客員起業家（EIR: Entrepreneur-in-Residence）
であるミハエル・バウテ氏は、CDR 業界には決定
的なギャップがあると考えている。「プロジェクトデ
ベロッパーが交渉当事者となっているのを見たこと
がない。問題は、誰がこれらの資産を所有するのか
ということだ」。同氏は、プロジェクトデベロッパー
としての AES の専門知識を活用し、この分野のプロ
ジェクト管理と商用化を支援したいと考えている。資
金調達、オフテイク契約の確保、土地の取得、許
可の確保、サイト管理、商業基準の統合、CDR テク
ノロジーの実行可能な大規模産業へのスケールアッ
プなどだ。これらが整えば、デベロッパーは市場に
適した価格でテクノロジーを実用化することに集中
できる。

同氏は、DACCS や BECCS から、まだ実証されて

いないその他のテクノロジーまで、あらゆる分野の
開発機会を評価している。「私たちの関心はインフ
ラ開発にあり、単位はメガトン以上になる。しかし、
大量のオフテイクを確保できるまでは、私たちがや
りたいことを実現するためのプロジェクト資金を見
出すのは難しい」。

では、このようなインフラ整備に必要な資金はどの
ようにして調達できるのだろうか。「資本市場はその
呼びかけに応えようとしている」と同氏は述べている。

「資本市場は参加を望んでいるが、リスクを軽減す
る方法を探しているのだ」。各国政府のインセンティ
ブがこれに役立つだろう。特に、2022 年 8 月に署
名されたバイデン大統領のインフレ削減法（IRA）
がそうだ。「現時点では、45Q がなければプロジェ
クトは立ち行かない」と同氏。45Q は IRA の条項で、
二酸化炭素回収・利用・貯留に対する税額控除を
指す。「また、単に DACCS や BECCS にとどまらず、
テクノロジーを分かりやすく説明するための支援も
必要だ」と付け加えた。

2040年までに1トン150米ドルにするところから始めよう。 
グローバルGDPに実質的な影響を及ぼすことはないだろうが、 
それ以上高くなればスケールしないだろう。
AESコーポレーション 炭素除去担当客員起業家（EIR）、ミハエル・バウテ氏
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もう一つの懸念は、このような政府の税額控除が
いつまで続くのかということだ。バウテ氏は、この
分野に対する国の支援意欲を評価するため、他国
の CDR 政策状況も追跡している。とは言え、除去
炭素のトン当たり価格に関する自社の想定について

は、オープンにしている。「そこまで行けるかどうか
は分からないが、2040 年までに 1トン 150 米ドル
にするところから始めよう」と彼は言う。「グローバ
ル GDP に実質的な影響を及ぼすことはないだろう
が、それ以上高くなればスケールしないだろう」。

CDR に投資する根拠が何であれ、もしある企業が
ネットゼロ目標年、例えば 2050 年までに残留排出
量のバランスをとるため炭素除去の利用を計画して
いるのであれば、2049 年まで様子を見るのではな
く、その前にどこから除去するのかを考え始める必
要がある。先に参加した企業がプレミアムが乗った
価格を支払ってコストを下げてくれることを期待す
るだけで何もしないのは、経済学で「フリーライダー
問題」と表現される行動である。

インタビューに応じたどの企業も、カーボンクレジッ
ト購入者の間で技術系 CDR が急速に普及するとは
考えていない。しかし、2030 年代、2050 年代、そ
してそれ以降までに、技術系 CDR ソリューションが
商業的に実行可能かつ必要な規模で運用されるよ
うになるためには、今すぐ投資を開始することが不
可欠であるという点では、全員が同意している。別
の言い方をすれば、リーダーシップが不可欠だとい
うことだ。

インタビューに応じた企業の一つ、セールスフォー
ス は、2022 年 5 月にダボスで開催された世界経済
フォーラム年次総会で、耐久性のある CDR テクノロ
ジーのスケールアップと商用化に 1 億米ドルを投資
することを発表した。同社の気候・エネルギー 

担当ディレクターであるジャミラ・ヤマニ氏によると、
世界経済フォーラムのユニークな貢献の一つは、炭
素除去という共通の目標のもとに一致団結した企業
のクリティカルマスを作り上げたことだと言う。「FMC
のおかげで、このトピックが私たちの経営陣に届く
ことになった。1 社だけで市場を動かすことはでき
ないが、同業他社と持続可能な CDR の拡大に関す
る目標や KPI を一致させることができれば、信頼が
生まれ、プロセスのリスクを軽減できる」と同氏。
さらに「そうすれば、リソースをより最適化すること
ができる」と付け加えた。

FMC メンバーの現在のコミットメントにより、将来
の CDR 市場に貴重な需要シグナルを送ることがで
きる。しかしそれにとどまらず、デベロッパーや供
給業者は、5 万トン以上の技術系 CDR の拘束力の
あるオフテイク契約を将来的なキャッシュフローの
証明にして、銀行と交渉できるのだ。「炭素除去の
供給業者は、実際の融資を必要としている。自己資
金ではスケールアップできない。プロジェクト資金
を得るためには、信用力のあるオフテイカーから保
証された収入が必要だ」と、再保険サービスを提
供する多国籍企業 、スイス・リー のサステナビリ
ティ・チームでシニア・リスク・マネージャーを務
めるミッシャ・レップマン氏は述べている。

リーダーシップが不可欠 ―「様子見」は 
選択肢ではない

3.3

炭素除去の供給業者は、実際の融資を必要としている。自己資金では 
スケールアップできない。プロジェクト資金を得るためには、 
信用力のあるオフテイカーから保証された収入が必要だ。
スイス・リー、シニア・サステナビリティ・リスク・マネージャー 
ミッシャ・レップマン氏

今、積極的な立場をとることで、CDR デベロッパー
は供給を拡大し、除去コストをより迅速に引き下げ
ることができる。商船三井の香田和良氏によると、
CDR の価格が下がるのを待つという選択肢はない。

「多くの人は、CDR 市場が発展する間、フリーライ
ダーとなって、CDR テクノロジーのコスト低減を待
とうとするだろう」と同氏は言う。「しかし、傍観す
るのではなく、私たちは先駆者となり、テクノロジー
のコストをより早く下げる手助けをすることに決めた」。

リーダーシップをとることで、同業他社よりも優位に
立つことができる。同氏によれば、商船三井の経営
陣は技術系 CDR に関する FMC の立ち位置を、突
出したリーダーシップを発揮する機会と捉えている。

「ネットゼロを目標にするのは、今や当たり前だ。
それによって競争力が高まるものではない」と同氏。
商船三井はこの分野のフロントランナーとして真剣
にこの問題に取り組んでいる。同社は、FMC の炭
素除去目標にコミットしたアジア太平洋地域初の企
業である。また、脱炭素が困難な海運分野の中で
初の企業でもある同社は、他の企業も続くことを期
待している。「私たちは、CDR 市場を産業界のパー
トナーや顧客、特に脱炭素が困難な分野にとって、
より手の届きやすいものにしたいと考えている」と
香田氏は言う。
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技術系 CDR のコベネフィットは、NCS ほど顕著で
はなく、性質も異なる。

例えば、バイオ炭や、ERW に使用した岩石を農地
に散布すると、土壌が健康になって作物がよく育ち、
収量が向上することが示されている。バイオ炭はま
た、外来種 が分泌する有毒物質を吸収することで、
在来 種の植物を保護するのにも役立つ 41。さらに、
海洋に岩石を散布 すると、ERW に使用した岩石の
ミネラル分が酸性化を逆転させ、藻類の繁殖を抑
えることができる 42。

技術系 CDR ソリューションに採用されているテクノ
ロジーやプロセスの多くは、今日の化石燃料や重工
業で使われているものに似ている。劣化した油田や
ガス田、パイプライン、産業クラスターなどの既存
のインフラは、再利用や転用が可能である。

これにより、労働者の解雇を防ぎ、また排出量の多
い従来型産業の衰退に直面している地域社会での
新たな雇用につながる可能性がある。

また、新興市場にとっても、未開拓 のクリーンエ
ネルギー資源と優れた貯蔵オプションを兼ね備えた
場所であれば、技術系 CDR 市場でいち早く重要な
位置 を占めるチャンスがある。このように、技術系
CDR の主なコベネフィットは、「働きがいも経済成
長も」（国連の持続可能な開発目標 8）に対応した
取り組みであり、公正な移行の必要性を物語って 
いる。

インタビューに応じた企業は、技術系 CDR のコベ
ネフィットについて、それぞれ異なる見解を示した。
マイクロソフトの カーボン・リムーバル部門シニア・
プログラム・マネージャーのラファエル・ブローズ
氏は、コベネフィットは二の次に考えるべきで、炭
素隔離が最優先事項であると述べた。「私たちはま
ず除去できる炭素の量に注目する。そのテストに合
格した後、他のコベネフィットがあれば、コベネフィッ
トのあるソリューションを選ぶかもしれない。しかし、
コベネフィットと炭素除去量を同時に考慮すること
はない。計算が混乱するからだ」。

しかし、セールスフォースのジャミラ・ヤマニ氏は、
このような新しいテクノロジーが直面している大き
な課題を次のように指摘している。「当社の CDR ポー
トフォリオでは、認証を受けていないカーボンクレ
ジットを高コストで購入することになり、不引き渡し
のリスクも高い」。この先物購入戦略の目標は、新
たな早期市場を拡大することなので、効果を追跡す
るための斬新な主要業績評価指標（KPI）が検討さ
れている。その多くは、NCS の世界で企業が慣れ
親しんでいるコベネフィットに触発されたものだが、
それとはまったく異なっている。

「当社の 1 億米ドルのコミットメントでは、大量の 
二酸化炭素除去を購入できる可能性は低いので、
地中の二酸化炭素量以外で最大のインパクトをもた
らす KPI に注目することが重要だ」と同氏は述べ
ている。

技術系CDRもコベネフィットをもたらす3.4
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当社の1億米ドルのコミットメントでは、大量の二酸化炭素除去を 
購入できる可能性は低いので、地中の二酸化炭素量以外で 
最大のインパクトをもたらすKPIに注目することが重要だ。
セールスフォース、気候・エネルギー担当ディレクター 
ジャミラ・ヤマニ氏

そうした KPI には次のようなものがある。このソ
リューションにより、テクノロジーの実現可能性が
何年加速されたか、いくつの新しい方式の開発に
貢献したか、先物購入によって、何トンの炭素除去

が促進されたか、従来の化石燃料経済が衰退しつ
つある地域社会で、この投資がどれだけの新規雇
用や労働者の再雇用に役立ったか、などだ。

FMC メンバーだけでなく、除去系カーボンクレジッ
トの潜在的な買い手は、技術系 CDR の先行価格
が高いことに怖じ気づき、主導的な立場をとろうと
しないかもしれない。これを回避するために、より
安価で入手しやすい自然気候ソリューション（NCS）
による炭素除去に集中する誘惑に駆られる可能性
がある。しかし、この戦略は、他の市場参加者の価
格状況をさらに悪化させる可能性がある。炭素除
去予算のすべてを NCS に費やす企業は、CDR 全体

の価格（すべての技術系ソリューションと自然を利
用したソリューションの平均）を下げるどころか、長
期的にはむしろ上昇させることになるからだ。NCS
はより早く枯渇し、その価格は上昇する一方、投資
不足の技術系ソリューションは高価なままとなる。
マイクロソフトのラファエル・ブローズ氏はこう述べ
ている。「大企業が比較的安価な自然を利用した炭
素除去枠を買い占めているのであれば、公平性を
考慮する必要がある」。

NCSと技術系CDRのミックスが必要3.5

企業はいかにしてCDRを賢く利用できるか図  4

注記：NCS = 自然気候ソリューション、CDR = 二酸化炭素除去、t CO2e=二酸化炭素換算トン

出典：ボストン コンサルティング グループ 43

NCSによる大量除去
<$30/t CO2e

プラス少量の
技術系CDR
$250‒$1,000/t CO2e

時点の二酸化炭素除去ミックス
2023年

技術系CDRによる
大量除去

$50‒$200/t CO2e

プラス少量の
NCS

$25‒$75/t CO2e

以降の二酸化炭素除去ミックス
2050年

現時点でこうすることで
平均除去価格を$100/t CO2e以下に抑えることができ…

協調的な行動と
現時点のバランスのとれた構成が

将来の平均CDR価格の
高騰を防ぐ

… 今世紀半ばの価格上昇を防ぎ、 
平均除去価格を$100/t CO2e程度に抑えられる
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今日、NCS を安易に利用拡大することなく、企業が
炭素除去予算の一部を技術系 CDR に費やすとすれ
ば、これらのテクノロジーはコストカーブを下降し
始めると同時に、限られた質の高い NCS の供給に
対する圧力が軽減されることになる。そうすれば、
すべての市場参加者にとって平均的な CDR 価格が
安くなり、うまくいけば世界がギガトン規模の CDR
を必要とするタイミングに間に合うだろう。

トラフィグラのハンナ・ハウマン氏は、2030 年まで
に森林伐採を止め、生息地を回復させるという公約
があるように、2020 年代は「自然のための 10 年」
となる一方で、企業が今始めなければ 2040 年代
に必要とされる規模の CDR ソリューションの準備が
整わないため、今、技術系 CDR ソリューションの
商業化に力を入れることが重要だと主張する。つま
り、自然そのものを手助けする必要がある一方で、
中長期的には技術系 CDR が不可欠なのだ。

ボストン コンサルティング グループ（BCG）ディレ
クター・オブ・サステナビリティのアントワン・プー
ラリオン氏は、自社のポートフォリオに NCS と技術
系 CDR が混在していることを踏まえて次のように語
る。「私たちは、除去タイプ間のバランスを見出す
必要があった。例えば、新規植林や再植林のような
主流のクレジットを目指すだけでは、同時に必要と
なるより先駆的で永続的な技術系ソリューションの
可能性を引き出すことはできない。一方、これらの
新しいテクノロジーのみを利用してフットプリントを
完全にカバーすることも、まだ発展途上であること
を考えると実現不可能だった」。そこで同社は、自
然系ソリューションと技術系ソリューションの両方を
包含するよう CDR オプションを組み合わせることを
決定した。 
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黎明期にある技術系 
CDR市場に参加する方法

4

予算の確保、適切な市場参加モデルの決
定、そしてCDR活動に関する社内外への発
信は、いずれも優先すべき重要事項である。

技術系 CDR をビジネスとして展開するには、多く
の疑問点を検討し、前もって答えを出しておく必要
がある（BOX2 参照）。もちろん疑問点は他にもあ
るだろうし、ケースバイケースの対応も時には必要

になるだろうが、本章では予算を確保する方法、適
切な市場参加モデルの選択、社内外に向けた良好
なコミュニケーションといった基本的な必須課題に
ついて取り上げる。

技術系CDR市場への参加方法を決定する際に検討し、前もって答えを出しておくべき事柄B O X  2

	– 自社の気候変動戦略はどのようなものか。CDR
の役割は組み込まれているか。

	– 自社の事業戦略はどのようなものか。その戦略
にCDR活動をリンクさせることはできるか。

	– CDR活動のエグゼクティブ・スポンサーは誰か。
スポンサーは活動の趣旨に賛同しているか。

	– 社内のどの部門（調達、財務、法務、持続可能
性、ビジネスなど）をCDR活動に関与させるか。
また、この活動を支持してくれるのは誰か。

	– CDR活動に関わる自分自身や同僚、支持者の専
門知識のレベルはどの程度か。コンサルタント
に報酬を払う余裕はあるか。

	– どれぐらい先まで、つまりどれほどのインパクト
を残せるまで、活動を計画し、その将来像を 
展望できるか。

	– 予算はどれほどの規模か。計画している活動を
継続する間、その予算をいかに確保し続けら
れるか。

	– 確保できる人的資源や予算に応じて、気候変動
戦略や事業戦略と合致する形で市場参加する
には、実際にはどのような方法をとることが 
できるか。

	– どの市場参加ルートに、どのようなパートナー
が見込め、どこに協力を仰ぐ必要があるか。

	– いつ、どこに向けて、何を伝えるべきか。

インターナルカーボンプライシング 
モデル

カーボンクレジットを購入する企業は多くの場合、
すでに除去量（認証の数に見合うように立てた除去
計画の算出ベースとなる現在の排出量）と 1トン当
たりの価格（参加する市場で現在取引されている価
格）の両方を把握していると考えられる。

そうした情報をもとに予算を申請する。このプロセ
スは毎年繰り返される。除去活動にかかるコストと
して想定する額は、承認される予算の規模に応じて
算出するか、社内における実際の二酸化炭素排出者

（例えば、旅客機を利用する社員）が負担する形を

とる。後者の場合は、その額が対象者にインターナ
ルカーボンプライシングとして周知されるが、その
額は選択したカーボンクレジットの市場価格に基づ
いて年ごとに変わる。

FMC メンバー企業の中には、技術系 CDR カーボ
ンクレジットを取得する予算を確保する方法として、
異なった戦略を採用しているところもある。そうし
た企業は前もって、現在、そして未来にわたって、
CDR のためにいくら支払う用意があるかを検討す
る。そして確認できた支払い可能額を、計画してい
る CDR 活動期間を通じて自社のインターナルカー
ボンプライシングポリシーとして運用する。こうする
ことで毎年、社内の排出者が負担する 1トン当たり
の価格が事前に確定できるようになる。調達チーム

予算確保の方法4.1
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はインターナルカーボンプライシングポリシーに見
合う量だけオフテイク契約を締結でき、年間の様々
な活動成果の平均価格が確実にその年のインター
ナルカーボンプライシングのレベルと見合うように
調整できる。

この戦略には下記に示すいくつかの利点がある。 

	– 年間の予算申請額が承認されるか否かの不確実
性を取り除くことができる。

	– 価格の透明性が技術系 CDR デベロッパーや供
給業者への明確な需要シグナルとなり、そこで
生まれた信頼感の高まりが市場の発展につながる。

	– 企業は長期的なオフテイク契約を結ぶことがで
きるようになり、資金調達が必要な CDR デベロッ
パーは将来的な収入源を確保できる。

	– さらに重要な点として、前もって決定し、広く周知
されたインターナルカーボンプライシングが高く
なればなるほど、企業が CDR カーボンクレジット
の購入よりも排出削減に力を入れるようになる。

インターナルカーボンプライシングが任意的に設定
されている現状では、実際の価格は企業によって大
きく異なる。複数の企業に対して行ったインタビュー
でも、開示されている 2030 年までの価格には 1ト
ン当たり 80 米ドルから 200 米ドルまでの幅がある。

FMC メンバーのスイス・リーは、厳密なカーボン
プライシングポリシーこそが質の高い CDR 予算を
確保するという考え方を他社に先駆けて導入した。
同社は 2021 年、二酸化炭素ネットゼロ・プログラ
ムを立ち上げ、インターナルカーボンプライシング
を実質二酸化炭素 1トン当たり 100 米ドルとした。

「カーボン・ステアリング・レヴィー」 と呼ぶこの社
内課徴金は、同社のスコープ 1、スコープ 2、そし
て出張などの物質的な上流活動を含むスコープ 3
に適用される。集められた資金は、質の高い炭素
回避・除去の認証取得のために使用され、二酸化

炭素排出分の埋め合わせをする。カーボンプライシ
ングは、2021 年から 2030 年までに二酸化炭素 1
トン当たり 100 米ドルから 200 米ドルへとゆるやか
に上昇していくと予想している。また同時に、組み
合わせた様々な認証で求められる炭素除去比率は
2021 年の 10% から 2030 年には 100% にまで拡大
することを視野に入れている。すなわち、スコープ
内の残余排出量を、1トン当たり平均 200 米ドルか
かる高品質な炭素除去ですべて相殺しようとしてい
るのである。

同社はどのようにしてこの価格に到達したのだろう
か。最初に設定した 100 米ドルというのは、国連グ
ローバル・コンパクトが推奨したインターナルカー
ボンプライシング だ 44。最終価格の 200 米ドルは、
安全で耐久性のある炭素除去を行う場合を想定し
た 2020 年代末における推定単価である。同社のミッ
シャ・レップマン氏は、「200 米ドルというのは、私
たちが 2030 年時点で排出量削減に必要になると想
定した限界費用の数字でもある。したがって、削減
費が 1トン当たり 200 米ドルを下回るなら、炭素除
去にコストを費やす前に排出量削減を優先させな
ければならない」と解説した上で、さらに次のよう
に付け加えた。「価格が高くなればなるほど、除去
より排出量の削減の方が重視される。このようにイ
ンターナルカーボンプライシングを設定すれば、炭
素除去と排出量削減を両にらみすることができるよ
うになる」。

年ごとに予算請求を行うのでなく、向こう 10 年間
のカーボンプライシングポリシーを設定してカーボ
ンクレジット取得のための資金を確保することには、
重要な利点もある。そうすることで、除去系カーボ
ンクレジットの長期的オフテイク契約に臨めるよう
になるからだ。例えば同社は 2021 年、スイスの
DAC 企業であるクライムワークス と、10 年にわたっ
て 1000 米ドルという、世界初の DAC 由来の技術
系カーボンクレジット購買契約について合意に至っ
た。このような契約は、資金を増やして次のステッ
プを目指そうとするプロジェクトデベロッパーにとっ
て、将来的な財源となるはずだ。

200米ドルというインターナルカーボンプライシングは、当社が2030年時点で
排出量削減に必要になると想定した限界費用の数字でもある。 
したがって、削減費が1トン当たり200米ドルを下回るなら、 
炭素除去にコストを費やす前に排出量削減を優先させなければならない。 
価格が高くなればなるほど、除去より排出量の削減の方が重視される。
スイス・リー、シニア・サステナビリティ・リスク・マネージャー 
ミッシャ・レップマン氏

BCG もインターナルカーボンプライシングモデルを
適用する企業の一例だ。同社は 2030 年までに気
候変動の影響をネットゼロにすることにコミットして
いる。この公約を実現する方法として、2025 年ま
でに排出量を半減させ、2020 年代の終わりまでに
削減できずに残った排出分をすべて高品質の CDR
で取り除く ことを目指す科学的根拠に基づく目標を
設定した。また BCG は 2022 年 5 月に、2030 年ま
でに永続的に除去する炭素を 10 万トン分購入する
意思も表明した 45。これは FMC の達成目標の 2 倍
に相当する。そしてこの野心的な目標を達成する
ために、2022 年から 2030 年にかけて増大する排

出量の削減、抑制や相殺にかかる費用の見込み額
を、1トン当たりのインターナルカーボンプライシ
ングに換算して米ドル単位で明確に示すことにした。

「2022 年に私たちは 1トンにつき 16 米ドルを費や
した。これは市場平均よりも高額で、プレミアム・
バイヤーとしての立ち位置を固める当社の意図を反
映したものだ」とアントワン・プーラリオン氏は言
う。同社では、この価格が 2025 年には 1トン当た
り 35 米ドル、2030 年までには 80 米ドルに跳ね上
がると予想している。現実的な言い方をすれば、こ
れは BCG が世界中に自社コンサルタントを飛行機
で派遣する ためにこれまで使ってきた、そしてこれ
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炭素除去に関する当社の経験則はシンプルなものだ。 
様々な技術、供給業者、国を組み合わせた契約を結ぶことだ。
マイクロソフト、炭素除去担当シニア・プログラム・マネージャー 
ラファエル・ブローズ氏

どの CDR プロジェクトに投資するかを決定しなけれ
ばならなくなった時、同氏が重視するのはリスクの
分散だ。新興経済国への投資には慎重を要する、
と言う。近年、ジンバブエは国内のカーボンクレジッ
トをすべて国有化する動きを見せているし、昨年は

インドの担当相が、国が設定した上限を超える炭
素の移転をすべて停止すると発言した。同氏は、「炭
素除去に関する当社の経験則はシンプルなものだ。
様々な技術、供給業者、国を組み合わせた契約を
結ぶことだ」と述べている。

からも投じる費用単価を意味する。そう考えると、 
1トン当たり 80 米ドルが今後の平均価格水準だと
捉えておくことが賢明だ。自然を利用した炭素除去
ソリューションの中にはおそらく、それよりもかなり
安価となるものもある。一方、その水準をはるかに
超える技術系ソリューションも中にはあるだろう。

予算と二酸化炭素削減トン数ベース
で目標設定

FMC には予算および／または年間の炭素除去トン
数の時限目標を設定するという別のアプローチをと
る企業も存在する。

セールスフォースが重視したのは、耐久性のある
CDR 技術のスケールアップと実用化に 1 億米ドル
を投資する計画を公約に掲げることであった。これ
だけの資金を投じることについて、ジャミラ・ヤマ
ニ氏が見返りとして期待しているのは、インパクト
のある成果を出せることを第一に考えたポートフォ
リオを作成することであり、自社の事業や主要業績
評価指標（KPI）の数値目標達成に最も有益な分
野の CDR 技術を手にすることだ。「この 1 億米ドル
は、私たちに正しい選択ができる余地を与え、リソー
スの早期投入を可能にしてくれる。その結果、いず
れ機が熟す頃には、自社が掲げた公約の実現や世
界が目指している気候変動対策の目標達成を支える
CDR テクノロジーを大規模に展開する用意が整って
いるだろう」と同氏は見ている。

マイクロソフトは 2020 年に、自社のオペレーション
とサプライチェーン全体を 10 年以内にカーボンネ
ガティブにすると宣言した。この目標を達成するた
めの道のりには、炭素排出の絶対量を 55% 削減し
ながら炭素除去も同時に行うという難題が待ち受け
ている。同社は同年、排出回避・削減系カーボン
クレジットを用いたオフセットから段階的に手を引
き、CDR 活動に取り組み始めた。さらに野心的な
試みとして、1975 年の創立以来、同社が直接的に、
あるいは電力消費を通じて排出してきた 炭素の総
排出量を除去する意思を表明した。

同社のファイナンス・アンド・サステナビリティ・チー
ムは、それぞれが手がける事案の成功度を測るパ
ラメーターとして、厳しい基準を設けている。同社
では、2030 年まで毎年 550 万トンの炭素を除去す
ることを目指している。「私たちは予算と削減する排
出量の両面で目標を設けている。そうすることが規
律と集中力を生み、リスク管理の強化につながって
いる」とラファエル・ブローズ氏。同社の KPI には、（す
でに本格的な取り組みを始めている）CDR 活動が
12 か月間に除去できたトン数、2030 年までに除去
できるトン数、ポートフォリオ全般にわたる 1トン
当たりの平均価格、特定の除去プロジェクトの取引
価格ならびにリスクが含まれている。取引に応じる
契約は、同社が見込んでいる除去活動成果の長期
保証と供給業者や投資家の利益保証をバランスよく
組み合わせている。「当社が好きな時に撤退できる
ことを条件にした契約では、銀行は融資もしないし、
供給業者との契約も引き受けないだろう。そのため、
契約から撤退するオプションを合理的な範囲まで自
ら制限する内容にしている」と同氏は言う。
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次に、企業は技術系 CDR 市場への参加方法を見つ
けなければならない。必要なのは、直接取引への
意欲、取引に至る実務の管理能力、質・価格・量・
納期に関する期待値など、その企業に適した購入
戦略だ。参加ルートには一般的に次の 3 つがある。

	– 直接取引

	– バイヤーズ・クラブへの参加

	– OTC 取引

どの参加モデルにおいても、活動の実行パートナー
が存在する。FMC と協力する主なパートナーは、
直接取引を中心にすべての参加モデルでコンサルタ
ント役を務めることができるカーボン・ダイレクト 46、
バイヤーズ・クラブのフロンティア 47 とネクストジェ
ン 48、そして相対取引に特化したカーボンフュー
チャー 49 とパッチ 50 である。 

直接取引
技術系 CDR デベロッパーとの直接取引を選択すれ
ば、買い手となる企業はデベロッパーを理解して契
約条件を細部にわたって交渉できる。その際に必要
になるのは、各デベロッパーが提供可能なソリュー
ションの募集、最終選考に残ったデベロッパーの適
正評価、契約交渉といった取引成立に至るまでの
膨大な実務を処理する能力だ。したがって、直接取
引が有効な参加モデルになるのは通常、オフテイク
量の大きな大手企業に限られる。こういった大企業
は外注コストがかかる中間業者を介在させる必要が
ないので、利益を独り占めできる。さらに重要なの
は、デベロッパーと直接やりとりすることで社内のコ
ンピテンシー 向上や技術系 CDR 分野の戦略的パー
トナーとの関係構築が進めやすくなることだ。

カーボン・ダイレクトは炭素化学を使用して様々な
組織に向けた排出量の削減・除去・利用ソリュー
ションの提供を目指している。同社のクライアントか
ら除去するよう求められている炭素の総量は現時点
で 1 億トン以上に上っており、この種の技術系 CDR
取引としては最大規模を誇っている。同社は、マイ
クロソフト が先頃デンマークのエネルギー大手オー
ステッドの電力施設から 11 年間にわたって約 270
万トンの BECCS 式炭素除去クレジットを買い付けた
際のテクニカル・アドバイザーを務めている 51。

マイクロソフトはまたこの他にも、エアルーム と複
数年にわたって最大 31 万 5,000トン分の CDR を
買い付ける契約を結んだ。これは DAC 分野では現
時点で最大規模の契約の一つであり、エアルーム
にとっては、将来の施設建設プロジェクトの財源と
なる予測可能なキャッシュフローを約束するものと
なった。

「カーボン・ダイレクトをテクニカル・アドバイザー
に迎えたのは、彼らの深い専門知識と隅々まで見渡
せる能力を高く評価したからだ。私たちはそうやっ
てすべての取引を直接行うようになった。公正無私
なアドバイザーを持つことが重要だと考えている」
とラファエル・ブローズ氏。「私たちはそれぞれの

プロジェクトを、確信が持てるようになるまでしっか
り精査している。どのプロジェクトも、価格やパート
ナーの話を始める前に、当社の品質基準をクリアし
ていなければならない」と付け加える。

リスクをバランスシートに計上して確実に管理して
いるトラフィグラも、やはりテクノロジーの開発者や 
プロジェクトオーナーと直接交渉し、実行可能性と弾力
性のある炭素除去ビジネスを立ち上げようとしている。 

バイヤーズ・クラブへの参加
バイヤーズ・クラブとは、複数のバイヤーが集まり、
それぞれの除去需要をひとまとめにして、仲介者で
あるバイヤーズ・クラブ・マネージャーを通じて市
場に出す組織体である。テクノロジーの開発者や供
給業者、プロジェクトの規模や地理的要件などによっ
て変わるプロジェクトのパイプライン作りをはじめと
する、取引成立に至るまでの様々な実務や庶務は、
このマネージャーが一手に引き受ける。前述した直
接取引モデルではプロジェクトごとに個別の契約を
結ぶ必要があるのに対して、バイヤーズ・クラブで
は複数のメンバーが仲介者と一つの契約を結ぶだけ
で済む。各メンバーは独自に定めた出資額と除去量
を携えてクラブに参加することを表明した後、クラブ
が管理する技術系 CDR ポートフォリオにアクセスす
る権利を得られるようになる。

ある程度時間が経てば、各メンバーは取りまとめら
れた除去系カーボンクレジットのポートフォリオから
それぞれの出資比率に応じた配分を手にすることが
できるため、単独で購入する場合に比べてポートフォ
リオはより多角的であり、平均価格も低い。バイヤー
ズ・クラブは、オフテイク量が比較的小さく、取引
にあまり労力をかけられないものの、インパクトの
ある長期オフテイク契約を通じて炭素除去から利益
を得たいと考える企業に適している。

フロンティアは売り手と買い手双方の代理人を務
め、2022 年から 2030 年の間に 10 億米ドル相当の
永続的炭素除去クレジット購入を目指している。バ
イヤーはそれぞれ、2030 年まで毎年、炭素除去に
どれくらいの資金を投じるのかを決定する。同社は
それぞれの出資額を合算した年間の除去需要プー
ルを設定し、炭素除去クレジットの供給業者を審査
し、合格すれば通常の提案依頼書（RFP: Requests 
for Proposals）を通じて購入案件の交渉の場に招き
入れる。また、少量の先行購入と、前もって取り決
めたトン数の炭素が将来的に除去された場合におい
て、その時点で事前に合意した価格で購入する長期
オフテイク契約の両方を促進することができる。供
給業者には、取り決めたトン数の炭素が除去された
時のみ、成功報酬が支払われる。

ネクストジェンは 2025 年までに 100 万トンの認証済
み長期炭素除去権を確保し、2030 年までに 1トン
当たり平均 200 米ドルで除去を完了することを目標
に、信頼性と拡張性が高い CDR 市場の構築を目指
している。同社を通じて購入する炭素除去サービス
は品質・透明性・信用性を保証するため、すべて
ICROA の基準 52 によって認証されたものでなければ
ならない。また、二重計上を避けるため、バイヤー

適切な市場参加モデルの選択4.2
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はすべての購入を認証機関の登録簿において償却す
る必要がある 53。

OTC取引
カーボンフューチャーやパッチといった新興市場プ
レイヤーが提供するのは、供給業者、ブローカー、
バイヤーの間で技術系 CDR カーボンクレジットの
取引を行う OTC 取引（仲介業者等との相対購入）
方式の市場参加モデルである。この方式だと、購
入は通常一度きりにとどまるため、直接取引もしく
はバイヤーズ・クラブを通じて成立する長期オフテ
イク契約に比べ、市場に発信される需要シグナルは
弱い。一方、1トン当たりの価格は（オフテイク量
が一定の閾値を超えない限り）固定されていること
が多く、将来的にブローカーや市場運営業者から多
額の諸経費の請求があった場合にも対応しやすい。

バイヤーにとって、OTC 取引は多くの労力をかけず
に取引成立までのプロセスを迅速に進められ、他
の調達戦略よりも柔軟性が高い。例えば、実際の
需要と、直接的なオフテイクやバイヤーズ・クラブ
を通じて取り交わされる契約の間にギャップが生じ
たとしても、この方式だと年度末にはその差異をい
ち早く補正できる。

市場拡大の鍵を握るのは 
標準化されたオフテイク契約

スイス・リーのミッシャ・レップマン氏は、ネクスト
ジェン誕生の経緯を次のように説明する。同社が 

クライムワークスと初めて交わした長期オフテイク
契約は、締結までに 6 か月を要した。契約交渉を
白紙の状態から始めなければならず、スケジュール
や取引量、受け渡し条件、除去する炭素 1トン当た
りの価格などを明確に設定しなければならなかった
からだ。この炭素除去購入契約は、CRPA として知
られるようになり、その後の取引のテンプレートと
なった。

「当時、他にプロジェクトを 30 件も抱えていたので、
当社のみでは対応できなかった。そこで、同じ長期
オフテイク・モデルをベースにしたプロジェクトの
パイプラインを持つ仲介業者を探すことにした」と
同氏は振り返る。しかし条件に合う仲介業者が見
当たらなかったため、同社は 2020 年からバイヤー
ズ・クラブとしてのネクストジェン立ち上げ準備を支
援し、2022 年に同じくFMC の創立メンバーであり、
バイヤーである BCG や商船三井と共にネクストジェ
ンに参加した。

同社にとって、ネクストジェンのように標準化された
CRPA を使用してグローバルな炭素除去需要を取り
まとめることができる事業体とパートナーシップを築
くことは、市場を拡大させる上で不可欠な取り組み
だ。仲介業者は契約締結までの手続きの標準化と
迅速化を図ることで、企業に時間的な余裕を与える
だけでなく、需要を集約して拡大させる重要な役割
も果たせる。レップマン氏によると「供給が不足し
ているのではなく需要が足りていないように見える。
ネクストジェンの設立を後押しすることで、より多く
のバイヤーが CDR 市場に参加しやすくなれば、需
要拡大につながる」。

供給が不足しているのではなく需要が足りていないように見える。 
ネクストジェンの設立を後押しすることで、より多くのバイヤーが 
CDR市場に参加しやすくなれば、需要拡大につながる。
スイス・リー、シニア・サステナビリティ・リスク・マネージャー 
ミッシャ・レップマン氏
 
CDR 市場が拡大していくには、エネルギー業界
で広く定着している電力購入契約（PPA: Power 
Purchase Agreements）のように、契約を標準化
することも重要なポイントとなる。AES コーポレー
ションのミハエル・バウテ氏も、その見方に同調す
る一人だ。再生可能エネルギーのオフテイク契約と
しては世界最大規模の PPA を 2 年連続で締結した
実績を持つことで知られる開発大手の同社は、自社
の専門知識を CDR 市場でも活用したいと考えてい
る。その上で同氏が CDR 市場拡大の阻害要因とし
て懸念しているのは、契約締結の際にテクノロジー
の開発者やクレジットの供給業者から求められる前
払い金がバイヤーの目にはリスクが大きすぎると映
ることだ。「業者側が現金の前払いを顧客に求め続
ける限り、より多くのバイヤーに参加を促し、市場
を活性化させることはできない。再生可能エネル
ギー業界では、例えば 10 年から 12 年間のオフテ
イク契約を結ぶ顧客の場合、業者への支払いは、
その契約で定めた分量の電力の供給を受けること
ができた時に初めて発生する。CDR 契約に置き換
えて言えば、約束した量の炭素が除去された時だ」
と同氏は言う。 

 これから始めるのなら、 
コンサルタントを雇うべし

FMC のメンバーは上記 3 つの参加ルートを、複数
同時または順番に、それぞれの目指すところや求め
るもの、そして経験のレベルに応じて、様々な組み
合わせで活用している。技術系 CDR そのものが新し
い技術分野であり、新興市場であることを考えれば、
ほとんどの企業にとって経験など皆無、もしくは限ら
れたものでしかないだろう。ゆえに、外部の専門家
にサポートを求めるのは至極当然のことだと言える。

企業はコンサルタントを雇うことで、技術系 CDR 市
場の概要説明を受けられ、炭素市場に関連する基
準や法律や権利要求など、最新の詳細情報も容易
に入手できるようになる。それに加えて、上記 3 つ
の参加ルートのいずれについても専門的な助言を
聞くことができ、特に直接結ぶオフテイク契約をイ
ンパクトの大きい実現可能な購入戦略と結びつけた
い場合は、有益な助言が得られる。また、コンサル
タントがいれば、ソリューション案の募集、ベンダー
やプロジェクトの適正評価の実施、契約交渉、引き渡
し時のカーボンクレジットの取り扱いなど多岐にわた
る実際の購入プロセスにも同行してもらえるだろう。
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社内向けの発信
企業が技術系 CDR に計画的に取り組むことを公約
とするためには、経営トップがその取り組みに関与
することが大前提となる。しかし、CDR 活動がトッ
プ直轄の案件として扱われるようになるには、その
下にいる何人もの政策決定者をまず納得させなけ
ればならない。できることなら CEO 自身が最終承認
者となり、FMC のコミットメントのような形がとれる
ようになるのが理想的な姿だ。トップの承認が得ら
れたら、次の重要なステップは自社が描くCDR 活
動のストーリーを広く社員と共有することである。

AES では、ミハエル・バウテ氏がすでに社内に広く
CDR について周知させる情報キャンペーンを開始し
ている。だが彼が次のように語る通り、「これは単
なる調達部門の一承認案件という類いの話ではな
い。これは飛躍的な価値を生み出す可能性を秘め
た、炭素除去という新しい分野の活動を通じて、新
規ビジネスの開発を模索しようとする一大プロジェ
クトなのだ。したがって、これまでとは次元の違う、
より深いレベルの精査が必要になる」。そこで同氏
はまず「全社員が諸手を挙げて賛成する」ことを確
約できるようなコミュニケーション戦略に力点を置く
ことにした。

1 万 6,000 人強の従業員を抱えるトラフィグラは、
社内コミュニケーションを通じて、炭素除去活動に
自主的に関わる意欲を示す社員が多く存在すること
を知った。「炭素除去について学ぼうとする社員た
ちの知識欲が旺盛だと分かったので、通常の広報
活動に加えて、各部門とデスクに専用窓口を設け、
入門者向けのウェビナーから全社的な取り組みに関
する最新情報まで、当社がこの課題にどのように向
き合おうとしているかをまとめて伝えられるようにす
るプログラムを展開することにした」とハンナ・ハ
ウマン氏は言う。 

スイス・リーは専用アプリからアクセスできる
「NetZeroYou2」というプログラムを通じて、社員

たちに自社のネットゼロ実現戦略への関与を促して
いる。2021 年に立ち上げたこのプログラムは、グ
ループに属する全従業員が「最善を尽くせ、残りを
除去せよ」という社内モットーを体現する行動を個々
に心がけるよう、周知徹底させることを目的としてい
る。このうち、「最善を尽くせ」の部分についての
社員サポートとして、同社では各自の日々の行動で
どれだけの炭素を排出しているかを計算できるツー
ルを提供したり、気候変動対策の一環として進めら
れている様々な施策、活動やイベント等に関する情
報を入手しやくする仕組みを設けたりしている。また

「残りを除去せよ」の部分に関するサポートとして
は、社員がスイス・リーのカーボンクレジット購入
キャンペーンに加われるようにした。このキャンペー
ンには通常、個人の資格では加わることができない
長期オフテイク契約に基づく技術系 CDR 活動も含
まれている。現在までに、1 万 4,000 人の社員のう
ち 5,000 人以上がこのプログラムに参加し、2,200
トン分のカーボンクレジットを確保している 54。

第三者向けの発信
企業にとって、炭素除去に向けた自社の取り組みや
成果を第三者や広く一般に伝える意義はいくつもあ
る。本白書のために実施したインタビューでは次の
ような点が重視されていた。

商船三井のような上場企業は、220 万トンに設定し
た自社の炭素除去目標をどのような形で達成しよう
としているかを開示することが求められる。「私たち
はまず、CDR クレジット償却の進捗状況を明らかに
し、目標達成の目途が立っているのかどうかを示さ
なければならない」と香田和良氏は述べ、同社とし
て「ステークホルダーに対し、しっかりとした手順
を踏みながら作業を推し進めていること、そして 

社内外へのCDR活動実績の発信4.3
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加えて、透明性は社内のコスト管理にも、広く社会
との信頼関係を築くことにも大いに寄与する。プー
ラリオン氏はそのことについて、こう述べている。「社
内的には、信頼できる情報をもとに全体的なコス

トの平準化を図れるので、経営陣は助かる。また、
一般の人々にとっても、私たちが質の高い除去技術
を購入するために最善を尽くしていることを知るこ
とができるので、役立つ情報になるはずだ」。

私たちは、1トンの炭素を除去するのにいくら費やしているかを公にしており、 
その情報の透明性の高さに誇りを持っている。また、当社が公開するそうした情報は、 
プロジェクトの開発者や資金提供者にとっても、そのレベルの金額まで支払う用意が
あるバイヤーがいることを確認できるので役立つと聞いている。
ボストン コンサルティング グループ 、ディレクター・オブ・サステナビリティ 
アントワン・プーラリオン氏

その現状について包み隠さず堂 と々伝えること」に
重きを置いていると付け加えた。

AES のように炭素除去を有益なビジネスにしたいと
考えている企業にとって、市場とのコミュニケーショ
ンは自社を売り込むチャンスを広げる手段でもあ
る。ミハエル・バウテ氏は、「技術開発系の事業者
にも、炭素除去クレジットの購入を目指す企業にも、
それぞれの事業展開を図る上で当社とパートナー
シップを組むのが最適な選択だと思わせたい。イン
フラ開発に多くの実績を持つ当社なら、規模を拡大
させる最善の方法を見つけられるだろう、という安
心感をサプライヤーとバイヤー双方に与えられるは
ずだ」との見方を示した。

マイクロソフトでは、どのような除去系カーボンク
レジットを購入しているかをすべて公表しており、
そこから学んだ教訓をまとめたレポートも定期的に
発行している。ラファエル・ブローズ氏は、「どの
買い手や売り手とも進んで話をし、助言できること
があれば、それを伝えたいと考えているし、それぞ
れと協働する機会も同時に探っている。特に技術系
CDR に関して言えば、バイヤー間の競争がまだ存
在しない今がチャンスだということを、購入を検討
している多くの企業に知らせたい」と言う。

一方、大きな顧客基盤を持ち、スコープ 3 のイン
パクトも多大なトラフィグラでは、同社に備わってい
るとハウマン氏が指摘する「顧客と市場を代弁する
能力」を白書の発行や映像物の公開、そして時には
ポッドキャストの配信といった方法で実践している。

技術系 CDR 市場への参加を検討している企業が、
炭素除去プロジェクトにどれほどの資金を投じる用
意があるかを事前に公表するようになれば、その
発表は技術系 CDR が投資に値する分野であること
を市場に向けて発信する重要な需要シグナルになり
得る。また、このような形のコミュニケーションは、
FMC の結成理由の核心を突く内容でもある。

この点について、BCG のアントワン・プーラリオン
氏は次のように語っている。「私たちは、1トンの炭
素を除去するのにいくら費やしているかを公にして
おり、その情報の透明性の高さに誇りを持っている。
また、当社が公開するそうした情報は、プロジェク
トの開発者や資金提供者にとっても、そのレベルの
金額まで支払う用意があるバイヤーがいることを確
認できるので役立つと聞いている」。
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結論

本白書では、各企業が技術系 CDR への投資にいち
早くコミットした事例を紹介した。もちろん、このテ
クノロジーのコストはまだ高い。だが、企業が需要
シグナルを市場に送りさえすれば、価格は下がる。 
すべての人々がより低価格で購入できるようになる
のだ。

バイオ炭、BECCS、DACCS や ERW といった技術系
CDR のソリューションは、従来の枠を超えた、永続
的かつ測定可能な炭素除去を可能にする。その恩
恵として企業は気候変動に対する目標を達成し、グ
リーンウォッシュではないかというバッシングから身
を守ることができる。また、その企業の視野の広い
気候戦略について社会の信頼が築かれ、従業員、
顧客、投資家からの評価もさらに高まる。

二酸化炭素軽減予算をすべて技術系 CDR のみにつ
ぎこめる余裕のある企業はまだない。そこで、NCS
と技術系 CDR のミックスが求められている。企業が
技術系ソリューションに今コミットしなければ、技術
系 CDR 関連コストは高止まりしたままとなり、NCS
の供給は縮小し、炭素除去の平均コストは全体的に
上昇するだろう。

技術系 CDR にコミットする最善の方法は、長期オ
フテイク契約だ。これにより、選択したテクノロジー
に対して、供給業者が収入源を保証して融資枠を獲
得することができるようになる。本白書では、どう
すれば自社の規模と予算に合わせてこのような契約
を締結できるかを述べた。その方法には、CDR デ
ベロッパーとの直接取引、バイヤーズ・クラブへの
参加、あるいは OCT 取引がある。

結論から言えば、世界の気温上昇を 1.5℃、できれ
ば 2.0℃に抑え、しかもそのレベルを維持しようとす
るなら、技術系 CDR ソリューションをある程度取り
入れる以外の選択肢はあり得ない。こうしたソリュー
ションへの需要を企業が具体的に意思表示できる
タイミングが早ければ早いほど、産業界も迅速にス
ケールアップに向けて動き出せるため、価格はより
早く下がる。今必要なことは「様子見」ではない。
今こそ、リーダーシップを発揮すべき時なのだ。

技術系CDRに今すぐコミットすることにより、 
企業は気候問題へのリーダーシップを発揮しながら、
コストに見合った価値を高めることができる。
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付録

本白書でインタビューした企業への質問は、次の通りである。

1.	 なぜ御社は技術系 CDR に取り組むことにしたのですか？ 経営陣をどのように説得しましたか？ 
その根拠としたのは、主に戦略的なものですか、それとも財務的なものですか？

2.	 技術系 CDR 戦略を予算面でどのように実行していますか？ 採用することにしたソリューションは、技術
系ソリューションと自然系ソリューションをどのように組み合わせていますか？ 何を資金調達の原資にし
ましたか？ インターナルカーボンプライシングですか、それも別の方法で算出した予算ですか？  
CDR は御社のビジネスモデルの一つですか？

3.	 技術系 CDR の導入に協力するパートナーはどのように見つけ、協働してきましたか？ パートナーを選定
する際の審査方法は？ 技術系 CDR に取り組む最適な方法やオフテイクに関するモデルはどのように選
択していますか？ どのような判断基準または規格を適用し、それをどのように測定していますか？

4.	 取締役会、経営陣、あるいは広く市場と続けているコミュニケーションはどのように管理していますか？ 
プロジェクトの成果を伝えることが市場を活性化させ、発展の一助となるという視点で見たバイヤーとし
ての役割をどのように捉えていますか？
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